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仕様書 

業 務 名 

令和４年度篠路駅東口土地区画整理事業建物調査等業務その１ 

札幌市都市局市街地整備部区画整理事業課 
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仕 様 書 

１ 業務名 

令和４年度篠路駅東口土地区画整理事業建物調査等業務その１ 

２ 業務目的 

  篠路駅東口土地区画整理事業における駅前広場等の工事に伴い、移転等が必要な建

物等の調査、補償額の算定を行う。 

３ 業務内容等 

⑴  業務内容等 

建物等の調査及び工事費の積算内訳書等を作成する。 

業務にあたっては、「札幌市建物調査等業務共通仕様書」に基づき実施する。 

業務価格の構成は、「用地調査等積算基準書」（国土交通省）による。 

業務価格＝直接人件費＋直接経費＋その他原価＋一般管理費等 

⑵  調査対象建物 

ア 建物の所在   

札幌市北区篠路４条７丁目９４番地１の内、ほか 

イ 調査の実施範囲 

別紙「位置図」、「建築等調査対象一覧」のとおり。 
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⑶  調査等項目 

（調査対象等は、別紙「建築等調査対象一覧」による） 

ア 建築物の調査及び算定 

  イ 建物付帯電気設備及び建物付帯機械設備の調査及び算定 

  ウ 附帯工作物の調査及び算定 

(4) 提出書類 

 受託者は、業務の着手及び完了にあたって、契約約款に定めるほか、下記の書類

を作成し、委託者に提出しなければならない。 

ア 業務着手届（着手後速やかに） 

イ 主任設計者指定届（着手後速やかに） 

ウ 業務完了届 

※市担当職員の指示により、中間報告（調査結果から作成した図面等、積算内訳書

等）を主任設計者立会により行うこと。 

   なお、再算定に関する積算内訳書等は、６月１０日までに報告を行うこと。 

(5) 特記事項 

ア 見積書は、各権利者別とする。 

イ 主任設計者は、建築士法第２条に規定する一級建築士とする。 

ウ 成果品は、別紙「建物調査等成果品（提出書類）」による。 

  詳細は、市担当職員と協議すること。 

エ 現地において対象物件等の実測及び聞き取り調査を行い、野帳の作成整理、 

調査書の作成を行う。なお、必要に応じて出入口等の建具調整等行うこと。 

オ 現地調査及び市担当職員との協議に基づき次に掲げる図書の作成を行う。 

 建築図（必要に応じて設備図） 

  配置図、仕上表、面積表、平面図、各伏図（必要に応じて小屋伏図）、立面図、

断面図、工事工程表、建具表、他（市担当職員と協議すること） 

カ 積算に必要となる場合は、構造図の作図及び構造計算書を作成すること。 
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キ 積算内訳書の作成 

  建築内訳書の作成は、札幌市が提供する「建築物等補償費算定書」に準拠する

こと。 

  （附帯電気設備、附帯機械設備、附帯工作物、機械設備含む） 

  なお、「用対連基準」の「統計数量表」が使用できない場合は、数量を実拾いす

ること。 

ク 貸与品等 

建築物等補償費算定書、現況図等、算定要領、積算調書（様式）等 

再積算を行う建築物等の図面等 

（ただし、現地調査後に一部図面修正等行うこと） 

ケ 連絡調整 

  市担当職員との連絡を密にし、業務の各段階で作業内容等の進捗状況を報告し、

業務内容に疑義のある場合は、速やかに市担当職員と協議のこと。 

４ 業務履行期間 

契約日から令和４年９月２８日まで。 

５ 調査日程等 

各建物等の所有者及び借家人等と札幌市が調整し指定する日 

６ 負担区分 

  本業務の実施に必要な工具、計測機器等の機材は全て受託者の負担とする。 

７ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、

個人情報保護に努めること。 

８ 受託者は、業務上知りえた情報及び資料等は外部に漏洩しないこと。 

９ 新型コロナ対策について 

 「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（国土交通省）」を踏

まえた対策を講じること。 





電子データを報告・提出時等の場合は、ウイルスチエック等行うこと。

提出書類※1 摘要※2 部　数

○ 写　　し 1

○ 製　　本 2

内　訳　書 ○ 1

意　見　書 ○ 1

石綿調査表 ○ 1

工事工程表 ○ 1

数量計算書 ○ 1

構造計算書 ○ 1

○ データ 1

打合せ記録簿 ○ 1

建物等調査表 ○ 1

野　　帳 ○ 1

※4  作図等のCADレイヤー等、ファイル形式は、協議し、その結果による様式を提出すること。

※３　該当に○

　A-４版をファイル綴りとする

　ファイル綴りとし、用紙のサイズはA-４版とすること

　A-４版をファイル綴りとする

※２　OA機器により作図、積算等をした場合は記憶媒体（CD等）で提出のこと。

写　真　台　帳
○ 写　　真

※5　成果品一式をPDFに変換し、記憶媒体（CD等）で提出のこと。

　A-４版をファイル綴りとする

　A-３版　（算定書類綴りに添付）

　A-３又はA-２版を二つ折りとする

0

※1　書式（様式）は、「北海道用地対策連絡協議会」に準拠し提出のこと。

　サービス版としてアルバムに収納する（Ａ-４版）

　A-４版をファイル綴りとする

1

　建築物の内外部、各収まり部分、作りつけ部等が理解で
きるように撮影すること

　記憶媒体(CD等）とする

　設備機器類は、形状などが容易に理解できるように撮影
すること

　写真アルバムには、撮影個所、機器名、撮影方向などの
説明を記入すること

建物調査等成果品（提出書類）

図　面　内　容

図　　　　面

特殊設備
フローチャート

○ 　設備の流れ及び各器具の機能がわかるように作成する



 建築等調査対象一覧（札幌市北区篠路4条７丁目ほか,所在：位置図による）、該当に〇印

家屋番号 構造・主用途
概算

延床面積
(㎡)

概算
建築面積
(㎡)

建物（附帯設
備込）、附帯
工作物

借家人補償
動産/
移転雑
費

権利者その1 94-1 木造２階建店舗・共同住宅 500 250 〇 構内再築

借家人所有の内装等あれば、内訳等分けて積算のこと

地番94-1内 概算敷地面積　約400㎡,附属物置等含む

権利者その2 〇 再積算、移設

地番 99 他 概算敷地面積：約2,000㎡、附属物置等含む

過年度調査図面は、貸与する。

（一部図面修正等含む）

権利者その3 86-5他 木造２階建共同住宅 263 152 〇 再積算、分割移転工法（仮換地先へ）

地番86-5他 概算敷地面積：約750㎡、附属物置等含む

借家人所有の附属物置等は、内訳等分けて積算のこと

過年度調査図面は、貸与する。

（一部図面修正等含む）

権利者その3 85-5 木造２階建、店舗併用住宅 248 124 〇 再積算

再築工法（構内）

概算敷地面積　約200㎡,附属物置等含む。

地番86-7他 過年度調査図面は、貸与する。

内　　　　訳

備　　考（移転工法）

コンクリートブロック塀
（基礎コンクリート含む）、
パーゴラ、アスファルト舗装、
地中埋設電源ケーブル等



区　　分 費　　目 種　　目 細　　　目 単　位 数位 単　価 金　額 摘　　　要

直接原価

【共通】

直接人件費 打合せ協議 業務 1 ３回程度

.

【建物等の調査】

直接人件費 現地踏査 業務 1 現地概況把握

直接人件費 木造建物 450㎡以上600㎡未満 棟 1 木造店舗・共同住宅、延床　約500㎡

【再算定】

直接人件費 木造建物 200㎡以上300㎡未満 棟 1 再算定、木造共同住宅

直接人件費 木造建物 200㎡以上300㎡未満 棟 1 再算定、店舗併用住宅

【工作物再算定】

直接人件費 工作物 附帯工作物 箇所 1 敷地面積2,000㎡程度、木造物置等含む。一部図面修正等含む。

直接人件費 工作物 附帯工作物 箇所 1 敷地面積950㎡程度、木造物置等含む。一部図面修正等含む。

【工作物調査算定】

直接人件費 工作物 附帯工作物 箇所 1 敷地面積400㎡程度、軽量鉄骨物置等含む。

【技師C換算　公示】

直接人件費 直接人件費計/技師C単価 人 34 契約上の業務人・日数を規定するものではありません。

計

直接経費 材料費等 直接人件費×7％

計

合　計

間接原価

その他原価 直接人件費×（35％÷（1-35％））　53.85％

計

合　計

業務原価 直接原価＋間接原価

一般管理費等 業務原価×（35％÷（1-35％）） 53.85%、法定福利費等込み

業務価格 業務原価＋一般管理費等

消費税等相当額 業務価格×10％

業務積算額

建物調査等業務積算内訳書（見積参考）


